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はじめに

本日の意見内容
１ 福祉系高等学校の現状と課題
２ 介護福祉士資格取得方法の一元化 完全実施へ
３ 介護福祉士を志す高校生に向けた支援
４ 福祉系高等学校の教育環境の支援
５ 介護人材のキャリア形成と高校福祉教育の連携
６ おわりに

福祉系高等学校は、介護の質の担保や社会的評価・信頼の向上を追求し、資格
取得方法の一元化に伴って、養成校と同様の教員要件など厳しい要件に真正面か
ら向き合い、幾度となく苦渋の決断を重ねながらも、強い責任感と覚悟をもって、
その基準を守り抜いてきました。
「地域のために働きたい」「地域を良くしたい」「地域に貢献したい」という
福祉・介護の分野に夢を抱く生徒たちが、共生社会の一員として自らの可能性を
輝かせる地域の実現、そして日本の未来を創り出すために、高校福祉教育の現状
とその果たすべき役割について意見を申し上げます。
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福祉系高等学校の現状と課題
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福祉系高等学校の介護福祉士受験者数・合格者数・合格率の推移
①福祉系高等学校の介護福祉士受験者数・合格者数・学校数

出典：厚生労働省 国家試験発表資料からグラフ化

【現状】
・第１回～第３７回  受験者数計 １６８，３５２名

合格者数計 ９８，７８１名
最大合格者数 ５，１０７名（第２０回）
最大受験者数 ９，２６０名（第１８回）
・全国に221校あった福祉系高等学校は、介護の質
の担保や社会的評価・信頼の向上を目的とした資
格取得方法の一元化に伴い、養成校と同様の教員
要件など厳しい要件を厳守してきた結果、半数以下
の109校まで減少し、現在もこの要件のもとで養成
を続けている。
・近年は90％を超える高水準を維持し、質の高い教
育を提供しているが、少子化や普通科志向の影響
により受験者数は減少傾向にある。

※平成19年度「社会福祉士及び介護福祉士法」の改正により、養成施設と同等の条件を満たすことで「福祉系高校ルート」がより正式な資格取得ルートとして位置づけられた。
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都道府県別にみる福祉系高校数の変化（平成20年度以前と令和6年度の比較）
資格取得方法の一元化に対応すたるために全国２２１校が１０９校へ （減少率５０.７％）

出典：介護福祉国家試験「受験の手引」と全国福祉高等学校長会加盟校調査よりグラフ化
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【東北】
〈設置数〉9校

（公立6校・私立3校）

【関東】
〈設置数〉13校

（公立13校・私立0校）

【北信越】
〈設置数〉4校

（公立3校・私立1校）

【東海】
〈設置数〉18校

（公立16校・私立2校）

【近畿】
〈設置数〉11校

（公立9校・私立2校）

【中国】
〈設置数〉8校

（公立4校・私立4校）

【四国】
〈設置数〉4校

（公立3校・私立1校）

《設置状況》109校（公立:75校＋私立:34校）110課程

公立＆私立 ：15道府県
設置数:64校
（公立:34校＋私立:30校）

公立のみ ：24都府県
設置数:41校
（公立:41校）

私立のみ ：4県
設置数: 4校
（私立: 4校）

未設置 ：4県

【北海道地区】
〈設置数〉4校

（公立3校・私立1校）

【九州】
〈設置数〉38校

（公立18校・私立20校）

福祉系高等学校の現状と課題
②全国における福祉系高等学校

（令和６年度）

出典：全国福祉高等学校長会 調べ

【現状】
・福祉系高等学校のうち、九州地区が全体の34.5％を占めている。
・平成２０年度以前は、全都道府県に設置されていたが、未設置が福島県、新潟
県、山梨県、高知県の４県ある。
・現在、青森県、岩手県、埼玉県、千葉県、富山県、石川県、福井県、長野県、滋
賀県、京都府、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、広島県、徳島県、香川県、沖
縄県の計18府県では、福祉系高校が1校のみとなっている。
・全国の在籍者数は6,456名で、1クラスあたりの平均は約19.6名であるが、1
クラスの在籍者数が一桁の学校も年々増えてきている。
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福祉系高等学校の現状と課題
③福祉系高等学校等の進路状況と都道府県内就職率

出典：全国福祉高等学校長会調べ

卒業時進路

計 都道府県内 都道府県外 不明

就職

①介護職 915 863 51 1

③医療職 2 2 0 0

②介護職以外の福祉職 31 30 1 0

④一般職（その他） 78 71 7 0

小 計 1026 966 59 1

進学

⑤福祉系大学 196 134 62 0

⑥福祉系短期大学 53 49 4 0

⑦福祉系専門学校 68 54 14 0

⑧医療系大学 74 60 14 0

⑨医療系短期大学 19 16 3 0

⑩医療系専門学校 355 286 69 0

⑪その他進学 222 144 78 0

小 計 987 743 244 0

その他 ⑫未定 ⑬その他未定 38 24 3 11

合 計 2051 1733 306 12

令和６年度 福祉系高等学校  卒業生進路状況調査

〇就職者の職種別内訳（都道府県内・都道府県外別）

〇卒業生進路状況（割合） 就職者約５０．０％、進学者４８．１％

【現状】
・卒業生のうち、約４４．６％が介護職種に就職しており、即戦力となる介護人材を多数輩
出している。
・就職者の約９４．２％が都道府県内で就職している。介護職については、９４．３％が都道
府県内で地域の介護人材確保や定着に貢献している。
・進学者のうち、約77.5％が福祉・医療分野への進学を選択しており、福祉・医療を支え
る人材育成に貢献している。

調査学校数：１０９校（加盟校回答率 １００％）令和６年３月卒業生２，０５１名
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福祉系高等学校の現状と課題
③福祉系高等学校等の進路状況と都道府県内就職率

出典：全国福祉高等学校長会調べ

令和６年度 福祉を学べる高校 卒業生進路状況調査

〇就職者の職種別内訳（都道府県内・都道府県外別）

【現状】
・卒業生のうち、約１１％が介護職に就職しており、即戦力となる介護人材を輩出している。
・就職者の約８９．４％が都道府県内で就職している。介護職については、９３．０％が都道
府県内で就職しており、地域の介護人材確保や定着に貢献している。
・進学者のうち、約６４.９％が福祉・医療分野への進学を選択しており、福祉・医療を支え
る人材育成に貢献している。

調査学校数：９２校（加盟校回答率 １００％）令和６年３月卒業生１，８３５名

〇卒業生進路状況（割合） 就職者約29．3％、進学者６６．６％

卒業時進路

計 都道府県内 都道府県外 不明

就職

①介護職 201 187 14

③医療職 8 5 3

②介護職以外の福祉職 19 17 1 1

④一般職（その他） 310 272 35 3

小 計 538 481 53 4

進学

⑤福祉系大学 119 85 34

⑥福祉系短期大学 124 104 19 1

⑦福祉系専門学校 188 160 28

⑧医療系大学 66 50 16

⑨医療系短期大学 20 12 8

⑩医療系専門学校 276 245 31

⑪その他進学 429 313 113 3

小 計 1222 969 249 4

その他 ⑫未定 ⑬その他未定 75 46 3 26

合 計 1835 1496 305 34
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介護福祉士資格取得方法の一元化 完全実施へ
～山を高くする～

介護ニーズの多様化・高度化に対応した国家試験制度の見直し（平成１９年度改正）

【意見】
〇延期の理由のひとつに「人手不足への対応」があるが、一元化を先送りにしても根本的
な解決には至っていない。
〇制度の信頼性を高めることで、社会的評価や信頼の確立、介護福祉士の職業的意義を
見いだす若者を育むことができる。

●福祉系高等学校には、養成校と同等の履修時間や教員資格等が求められる
ようになった。
●養成校では国家試験受験が義務化されたが、実質15年間延期されている。
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介護福祉士を志す高校生に向けた支援 ～道をつくる～

①福祉系高校就学資金貸付事業について
●福祉系高等学校があるにも関わらず、事業を設置していない都道府県がある。
●連帯保証人の所得条件を満たさず、保証人として認められないケースがある。
●連帯保証人自体を立てることが困難な生徒もいる。
●貸付を必要とする生徒が、制度の利用を断念せざるを得ない状況が生じている。
【意見】
  〇全ての都道府県に、福祉系高校就学資金貸付事業の設置が求められる。
〇特に支援が必要な高校生のために「公的保証（保険）制度」の仕組みが求められる。

②介護の日等の取組について
●「介護の日」などを通じて、自治体と福祉系高等学校等が連携し、高校生の生き
生きとした地域福祉活動を発信している地域がある一方で、多くの地域では若い世
代への連携や支援が十分に届いていない。
【意見】
  〇地域間格差の解消や外国人に対する支援の充実だけでなく、2040年の社会を担う
若い世代への積極的な支援も、自治体には求められている。
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福祉系高等学校の教育環境の支援
～長く歩み続ける～

持続可能な福祉系高等学校に向けて
●少子化に伴い、全国的に福祉系高等学校への入学者が減少している。今後さら
に、１５歳人口の減少により、学校間や地域間の統廃合等が進むことが予想される。
●都道府県内に福祉系高等学校が一校も設置されていない地域が増加する可能
性もある。
●その結果、これまで培ってきた介護福祉教育に関する教育資源や指導方法・教
育実践の蓄積が失われることが懸念される。

【意見】
 〇福祉系高等学校の設置・運営については、教育水準の
維持・向上を図りつつ、時代のニーズに応じた運用方法の
見直しが求められる。
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介護人材のキャリア形成と高校福祉教育の連携
① 高校と養成施設との連携強化～すそ野を拡げる～
●普通科や総合学科の生徒にとって、介護福祉分野が選択肢として認知されに
くい現状がある。

【意見】
〇普通科や総合学科などで福祉科目を設置している学校、または福祉科目を設置していな
い学校からも、養成施設等への進学やキャリア教育の充実が求められる。

② 高校と養成施設との連携強化～山を高くする～
●福祉系高等学校で学んだ生徒の中には、「さらに介護福祉について深く学び
たい」と考える生徒もいる。しかし、進学先の介護分野では、国家資格取得を目指
した同様の学びが続くため、新たな発見や発展性を感じにくい場合がある。その
ため、社会福祉や医療分野など、より幅広い分野への進学を選ぶ生徒もいる。
【意見】
〇山脈型キャリアモデルが示されているが、福祉系高等学校の生徒がさらに専門的に学び
を深めることができる教育機関の確立・連携が求められる。
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介護人材のキャリア形成と高校福祉教育の連携
③教員免許状の授与の要件である「介護等の体験」について～すそ野を拡げる～
「小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等
に関する法律」（平成9年法律第90号）に基づき、特別支援学校や社会福祉施設
（老人福祉施設、障害者支援施設等）において、7日間以上、障害者、高齢者等に
対する介護、介助、これらの者との交流等の体験を行うことを、小学校・中学校教
諭の普通免許状の授与の要件としている。
〇教員が個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する認識を深めることの重要性にかんがみ、教員の資質向上及び学校教育の一層の充実を図るため、
小学校及び中学校の教諭の普通免許状取得希望者に介護等体験が義務付けられている。
〇令和2年度から令和6年度までの間は新型コロナウイルスの影響で介護等体験が困難だった場合、大学の授業や講習の受講によって体験が免除
される特例があった。
〇令和５年度に授与権者（都道府県教育委員会）から授与された免許状の総数 小学校教諭免許状 31,593 件、中学校教諭免許状 47,093 件

（教員免許状授与件数等調査及び教員免許状取得状況等調査）

【意見】
〇介護福祉分野への理解を深めた教育者を増やす方策の一つとして、教員免許状の授与
要件である「介護等の体験」が、実りある学びの場となることが求められている。
〇全国福祉高等学校長会が関係団体等と協力して効果的な体験プログラムを提案するこ
とが可能である。



全国福祉高等学校長会 SINCE 1995

おわりに ～子どもたちの夢と
地域の希望を育む高校福祉教育へ～

2040年を見据えた介護人材確保の観点か
ら、高校福祉教育の重要性はますます高まっ
ています。高校で福祉を学ぶことは、福祉や
介護従事者の育成にとどまらず、未来の地域
福祉を担うリーダーを育てる大きな一歩です。
近年、外国人人材の受け入れが進むなか、日
本の若者が安心して福祉分野に進めるよう、
介護福祉士の社会的価値向上や給与・処遇の
改善を含め、高校福祉教育への一層の支援と
環境整備を強く望みます。
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